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ＩＡＳＢ会議報告（第５５回会議） 

ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）の第５５回会議が、２００６年３月２８日から３１日ま

での４日間にわたりロンドンのＩＡＳＢ本部で開催された。今回の会議では、①企業結合

第２フェーズ、②ＩＡＳ第３７号（引当金）の改訂公開草案、③概念フレームワーク、④

財務諸表の表示（従来の業績報告）、⑤収益認識、⑥保険会計、⑦連結及び特別目的会社（Ｓ

ＰＥ）、⑧リース、⑨公正価値でプットできる金融商品、⑩米国会計基準との短期統合化（借

入費用）、⑪中小規模企業（ＳＭＥ）の会計基準、⑫ジョイント・ベンチャー、⑬ＩＦＲＳ

第１号（初度適用）の改訂、⑭国際財務報告基準解釈指針委員会（ＩＦＲＩＣ）の活動状

況及び⑮検討議題のタイムテーブルの見直し（テクニカルプラン）についての検討が行わ

れた。このうち、⑪から⑮を除く議論を紹介する。 

 

１．企業結合 

z 今回は、次の点についての議論と合意の形成が行なわれた。 

① 企業結合プロジェクトにおける諸原則の明確化 
② 段階取得とのれん 
③ バーゲンパーチェス及び過払い 
④ 非支配持分の区分、表示及び開示 

z コメントでは、第２フェーズはＩＦＲＳ第３号（企業結合）又は米国財務会計基準書

（ＳＡＦＡ第１４１号（企業結合）のいずれかに統合するプロジェクトであるとの誤

解を示すものがあり、第２フェーズの目的を明確化する必要があるため、本プロジェ

クトの基礎となる基本原則等を明確化することが提案され、次の点が暫定的に合意さ

れた。 

【基本的要求と定義】 

・ 企業結合とは、取得企業が１つ又はそれ以上のビジネスの支配を取得する取引又は

事象である。 

・ 取得企業は、すべての企業結合において識別することができる。 

・ 取得企業が被取得企業の支配を取得した日が企業結合の取得日である。 

・ 企業結合は、取得法によって会計処理される。 

・ 被取得企業の支配を獲得することによって、取得企業は、被取得企業に対する持分

比率に拘わらず、被取得企業の資産、負債及び活動に対して責任及び説明責任を有

する。 

【取得法を適用するための原則と前提】 

・ 認識：企業結合では、取得企業は、取得したすべての資産及び引き受けたすべての
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負債を認識する。 

・ 測定：企業結合では、取得企業は、取得した個々の資産及び引き受けた個々の負債

を取得日の公正価値で測定する。取得企業が引渡した対価の企業結合日の公正価値

が取得した持分の公正価値の最良の証拠であると推定する。 

・ 開示：取得企業の財務諸表の利用者は、取得企業が認識した企業結合の性質及び財

務的影響を評価できなければならない。 

z １００％の取得でない場合及び段階取得において、のれんは、被取得企業の純資産総

額が被取得企業の識別可能資産及び負債を超える金額として測定され（いわゆる「全

部のれん」）、取得企業の取得割合に対応するのれんのみを認識するという考え方（い

わゆる「購入のれん」）は採用しないことが改めて確認された。 

z 段階取得の会計処理においては、支配の取得及び喪失を再測定すべき事象と見る考え

方が改めて確認された。支配の取得時点では、それ以前に取得していた持分をその時

点の公正価値で測定し、従前の簿価との差額は損益として認識される。また、支配の

喪失時点でも、支配喪失後にも保有し続ける持分を公正価値で測定して、従前の簿価

との差額を損益として認識し、それと同時に、売却持分に係る損益も認識される。 

z バーゲンパーチェスは、被取得企業の純資産に対する取得企業の持分が、当該持分の

取得のために支払った対価の公正価値を超える場合に発生する。その場合には、当該

超過額は、まずのれんをゼロまで減額し、それでも残額がある場合には、取得企業に

帰属する利益として認識するという会計処理が公開草案で提案されているが、ＩＡＳ

Ｂがこの提案を支持することが改めて確認された。一方、過払いについては、過払い

が起こっても、当該過払い額を取得日に信頼性を持って測定することは困難であるた

め、のれんに含めるという会計処理が公開草案で提案されている。この提案を支持す

ることが改めて確認された。 

z 支配取得後の非支配持分と支配持分との取引は、株主間の取引であり自己株式の会計

処理を適用する（すなわち、この種の取引から損益は認識しない）という公開草案の

提案が改めて確認された。また、株主間のこの種の取引に関する情報を提供するため、

注記としてこの種の取引の状況を説明する表を追加するかどうかなどを検討すること

がスタッフに対して指示された。 

 

２．ＩＡＳ第３７号の改訂 

z 今回は、受領したコメントの分析として、①本基準の適用範囲、②基準の名称の変更

及び③本プロジェクトに追加すべき項目の検討が行われた。 

z 本基準の適用範囲に関連して、公開草案は、他のＩＦＲＳが規定しているものを除く

すべての負債を適用対象としており、ＩＡＳ第１８号（収益認識）で認識される「繰
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延収益」は改訂ＩＡＳ第３７号の範囲に含まれないこととなっているが、一部に誤解

があるため、この趣旨をより明確にすることが暫定的に合意された。 

z 本基準の名称は、「非金融負債」となっているが、「引当金」を用いないことに対して

は、１２３通のコメントのうち３９通（約３分の１）が反対しただけであった(賛成は

４８通、残り３６通は無回答)。また、非金融負債という用語は誤解を招く恐れがある

との指摘もあり、本基準の名称を「負債」とすることが暫定的に合意された。 

z 受領したコメントでは、ガイダンスを追加すべき項目として、現在「偶発資産」とさ

れているものでＩＡＳ第３８号（無形資産）の無形資産として認識されるものの認識

と測定や補填の権利の測定といった項目が指摘されていた。議論の結果、補填の権利

の測定に関してのみガイダンスを追加することが暫定的に合意された。なお、公開草

案で要求されている測定に関する規定の適用に当たってのガイダンスが必要かどうか

は、将来測定の問題を検討する際に議論することとされた。 

 

３．概念フレームワーク 

z 今回は、２００５年１２月に続く「報告企業（reporting entity）」に関する２回目の議
論が行なわれ、①「企業（entity）」とは何か及び②「親会社のみの企業（parent-only 

entity）」の２つが検討された。 

z 報告企業は、広い概念とすべきで、すべての種類の企業が包含されるという点が２０

０５年１２月に暫定的に合意されている。今回は、企業とは何かが議論された。その

結果、財務報告の目的上、企業は、法的企業（例えば、会社、信託及びパートナーシ

ップ）に限定されるべきではなく、例えば、自然人や個人事業主（sole proprietorship）、
さらに、ある状況下では、法的企業の支店やセグメントも含むべきである点が暫定的

に合意された（ただし、資産及び負債の単なる集合体で、それらを管理する機能を持

たないものは企業とはならない）。 

z ２００５年１２月には、地域によって、親会社単体財務諸表のみが要求されたり、連

結財務諸表のみが要求されたり、さらに双方が要求されるというように多様な状態と

なっていることを踏まえて、親会社単体が報告企業となり得るかについて更に検討を

行なうこととされていた。今回の議論では、親会社の支配下にあるすべての資産及び

負債を表現しない親会社単体は報告企業とはならないといった見解や、親会社単体及

びグループ企業は、同一企業に対する異なる視点を示すものと理解すべきとの見解、

更に両者は異なる企業と見るべきとの見解などが述べられた。いずれとも決められず、

今後更に議論を続けることとなった。 

 

４．財務諸表の表示（従来の「業績報告」） 
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z 今回は、本プロジェクトのセグメントＢに関して、①範囲、②目的及び作業原則、③

プロジェクトの名称変更及び④ディスカッション・ペーパー発行までの今後のスケジ

ュールについて議論が行なわれた。 

z セグメントＢの扱う範囲に関して次の点が改めて確認された。 

・ 財務諸表の本体における財務情報の構成及び表示を取り扱う。したがって、財務諸

表における個別金額の認識や測定は扱わない。また、対象とする財務諸表は、認識

収益費用計算書（いわゆる包括利益計算書）に限定されず、すべての財務諸表を扱

う。当初年度財務諸表を念頭に議論するが、中間財務諸表も扱う対象とする。 

・ 純利益(net income)を含む財務諸表内の合計や小計の必要性を取り扱う。本プロジ
ェクトは、現在のリサイクリングというメカニズムを変更すべきかどうかを取り扱

う。 

・ 注記の包括的な見直しは行わない。 

・ 出来上がる基準は、すべての企業（上場及び未上場の双方）に適用される。金融機

関に特別な表示が必要かどうかは別途検討する。 

・ なお、経営者による議論と分析（ＭＤ＆Ａ）、プロフォーマ情報（仮定計算情報）

及びセグメント情報開示の見直しなどは範囲に含まれない。 

z 目的及び作業原則として次のものが暫定的に合意された。 

・ プロジェクトの目的は、投資家、債権者及びその他の者が、企業の財政状態及びそ

の変動を十分に理解し、その情報を当該企業体の将来キャッシュ・フローの金額、

タイミング、不確実性を評価するために利用することができるようにするため、そ

れぞれの財務諸表（及び財務諸表全体として）情報がどのように表示されるべきか

に関する改善を図ることである。 

・ この目的を達成するため、小計や合計にどのようにまとめるかを含む財務諸表にお

ける勘定科目の区分及び表示について検討する。また、財務諸表が補足的役割を果

たすために、財務諸表の情報をどのように表示するのが最良かについても検討を行

なう。 

・ プロジェクトにおける作業原則として５つのものが暫定的に合意された。 

① 原則１－一体性、比較可能性、首尾一貫性（cohesive, comparative and 
consistent）：財務諸表は、企業の財政状態の全体像を一体的に表示し、ある一
期間から他の期間への比較が可能で首尾一貫した形式で情報を表示すべきであ

る。 
② 原則２－流動性（liquidity）：財務諸表は、利用者による企業の資産及び負債の
流動性（現金化までの近さもしくは満期までの期間）の評価に役立つように情

報を提供しなければならない。 
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③ 原則３－価値創造的活動と資本的活動：財務諸表は、企業の価値創造的活動

（value-creating activities）を資本的活動（capital activities）と区別するよ
うに情報を表示しなければならない。 

④ 原則４－精度や評価手法の不確実性：財務諸表は、利用者が以下の点を理解す

るのに役立つように情報を表示すべきである。 

a. 資産負債を測定するのに用いた異なる方法 
b. 測定に関する相対的な精度 
c. 各資産・負債の報告された金額がどのような原因によって変化したか（例
えば、取引によるのか、価値の変動又は測定方法の変更によるのか） 

⑤ 原則 5－均一なグループ（Homogeneous Group）：財務諸表の情報は、同じ経
済条件に対して同様に反応するグループに分解及び分類されるべきである。 

z 本プロジェクトの範囲及び目的に照らして、プロジェクトの名称を「業績報告」から

「財務諸表の表示（financial statement presentation）」とすることが提案され、変

更が暫定的に合意された。 

z セグメントＢに関するディスカッション・ペーパーは、２００７年第１四半期の公表

を目指している。それまでの作業に当たり、次の点が暫定的に合意された。 

・ セグメントＡで提案している財務諸表が議論の出発点であるが、もし、今後の議論

の過程で、プロジェクトの目的を達成するために、新たな財務諸表の開発又は現在

の財務諸表の一部削除を行なうことがあり得る。 

・ 財務諸表の表示に関する本プロジェクトの目的を達成するために必要とされる場

合以外は、それぞれの財務諸表の目的を定義するためには時間を費やさない。 

・ ディスカッション・ペーパーでは、１株当たり利益などの１株当たり情報を財務諸

表又は注記のどちらで表示すべきかは扱わない。これらは、ディスカッション・ペ

ーパーの公表後に検討を行なう。 

・ セグメントＢの議論は、セグメントＡによるＩＡＳ第１号の改訂プロジェクトの進

捗状況によって制限されるべきではない。 

・ 共同国際グループ（ＪＩＧ）メンバーからは、ＩＡＳＢ及びＦＡＳＢが予備的見解

を形成する過程で、非公式に定期的な意見聴取を行なう。ＪＩＧの公開会議は、Ｉ

ＡＳＢ及びＦＡＳＢが作業原則の適用に関する議論を行なった後に開催される予

定である。 

 
５．収益認識 

z 今回は、２００６年２月に続き、２つの収益認識方法である①消滅をベースとする方

法（Extinguishment-based method, 以下、ＥＢＭ）及び②Performanceをベースとす
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る方法（Performance-based method, 以下、ＰＢＭ）が検討された。 

z ＥＢＭの下では、物品の引渡しやサービスを提供するという契約上の債務は、それら

が法的に消滅した場合にのみ消滅し、それによって収益が認識される。顧客は、物品

又はサービスを利用する又はそれらからの便益を受ける権利を取得したときにのみ、

物品又はサービスを取得したということができる。ＥＢＭは、顧客の視点に立脚した

考え方ということができる。一方、ＰＢＭの下では、製造過程は、顧客にとっての資

産を創造又は増強するので、その過程が収益を生むと考えている。したがって、契約

で求められている物品の製造が進捗する段階で収益が認識される。ＰＢＭは、売り手

の視点に立った考え方ということができる。 

z 収益認識のプロジェクトでは、契約によって発生する資産又は負債の変動に基づいて

収益を認識するモデルが検討されているが、契約時収益（selling revenue）の認識を

避けるため、資産又は負債を初めて認識する場合におけるそれらの金額の測定に当た

っては、顧客との契約で取り決められた対価額を用いるモデルが採用されている。す

なわち、顧客の視点に立ったモデルが採用されている。このため、この考え方と首尾

一貫する収益認識の方法は、ＥＢＭということになる。その場合には、現在認められ

ている工事進行基準はＥＢＭの考え方と矛盾するとも考えられるので、ＥＢＭの下で

も、物品やサービスの引渡し前に、顧客の同意などに基づいて収益を認識できないか、

すなわち、ＥＢＭとＰＢＭとを融合させることができないかについて検討するようス

タッフに対して、更なる検討が指示された。 

 

６．保険会計 

z 今回は、①有配当保険の権利、②将来キャッシュ・フローの見積り、③リスク・マー

ジン、④組込みデリバティブ、⑤割引率及び⑥認識と測定について議論が行なわれた。

ここでは、①から③について触れる。 

z 有配当保険に係る権利に関して、次のような点が暫定的に合意された。 

・ 保険契約者が持つ配当へ参加権は、保険会社が保険契約者に経済的便益を移転する

ことを強制する無条件の債務が生じるものでなければ保険会社に負債を生じさせ

ない（ここでいう経済的便益には、現金による配当のほかカバーする保険の追加も

含まれる）。 

・ 保険契約及び関連する資産のプールによって生み出された経済的便益の配分に対

して保険契約者が優先権（prior claim）を持つこと自体は、保険会社に当該経済

的便益を保険契約者に移転する義務を負わせるものではない。したがって、保険会

社は、他の要因が義務を生み出すまで、当該優先権を負債として認識してはならな

い。 
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・ 規制当局によって承認された配当基準（dividend scale）は、義務を生じさせる。 

・ 経済的便益が保険契約者に移転されることが見込まれている部分（期待される移

転）に関しては、無条件債務がなければ、保険会社は負債を認識してはならない。

その後無条件債務が生じてくれば、保険会社は、負債と費用を認識する。 

・ 配当への参加権は、ハイブリッド契約（転換社債と類似）の持分要素と見てはなら

ない。したがって、 

① 受領した保険料のある部分を持分金融商品の発行の対価の受取りとみなすこ

とはしない。 

② 保険契約者への配当は費用として認識し利益の配分とはみない。 

③ 損益計算書では、保険会社の株主に帰属する損益と保険契約者に対する優先

権に対応する損益とは区別しない。しかし、保険会社は、持分の一部に保険

契約者に対する優先権に対応する部分が含まれていることを開示しなければ

ならない。 

z 将来キャッシュ・フローの見積りをどのように行なうかに関するガイダンスをディス

カッション・ペーパーに付録として収録することが予定されている。そのガイダンス

の初めてのドラフトが提示され、その内容について議論が行なわれ、いくつかの改善

点が指摘された（詳細は省略）。 

z リスク・マージンに関する議論では、リスク・マージンの目的について議論が行われ、

リスク・マージンの目的は、将来のキャッシュ・フローに関する不確実性についての

情報を利用者の意思決定のために提供することにあるという点について暫定的に合意

された。リスク・マージンの目的については、予想外の自体が生じた場合のショック・

アブソーバーであるといった見方や保険会社の支払能力を強化するものであるという

見方もあるが、これらは採用されなかった。また、リスク・マージンを見積もるため

の特定の手法をディスカッション・ペーパーで記述しないことについても暫定的に合

意された。代わりに、リスク・マージンの設定目的に沿う手法の特徴について説明す

る予定である。 

 

７．連結及びＳＰＥ 

z 今回は、①本プロジェクトと概念フレームワークプロジェクトにおける「報告企業」

の作業との重複の調整、②本プロジェクトと企業結合第２フェーズの発効日を同時に

する必要性及び③今後のプロジェクトの方向性について議論が行なわれた。 

z 本プロジェクトと概念フレームワークプロジェクトとの関係では、本プロジェクトで

は、支配概念に基づいて連結の範囲を決定するアプローチを採用しているが、概念フ

レームワークプロジェクトにおいても、報告企業を決定する際に、支配概念を用いよ
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うとしており、両者に重複がある。しかし、本プロジェクトが先行するため、本プロ

ジェクトで支配概念の基準レベルでの検討を行ない、両者が緊密に連携して、概念レ

ベルでの検討と将来矛盾のないようにすることが合意された。 

z 本プロジェクトと企業結合第２フェーズでは、同じくＩＡＳ第２７号（連結及び分離

財務諸表）の改訂を予定している。短期間にＩＡＳ第２７号を２度改訂しないために

は、両者の発効日（２００９年１月を予定）を同じにする必要性がスタッフから指摘

された。議論の結果、企業結合第２フェーズの基準化が遅れなないという条件付で両

者の発効日を同じにすることが了解された。 

z 本プロジェクトで、ＳＰＥをも包含する支配概念に基づいた包括的なＩＦＲＳを作成

するため、当面はＳＰＥの問題に取り組む方向性が示され、その方向性が支持された。 

 

８．リース 

z ＩＡＳＢでは、ＩＡＳ第１７号（リース）を見直すための新たなプロジェクトを議題

として取り上げることを前提に、当該プロジェクトの方向性やディスカッション・ペ

ーパーで扱うべき内容についての議論が行なわれた（今回は何の決定もなされていな

い）。これまで、リースについては、英国の会計基準審議会（ＡＳＢ）がリサーチプロ

ジェクトとして検討をしてきており、それをベースにプロジェクトを開始することが

提案された。なお、本プロジェクトは、ＦＡＳＢと共同で進める方向で調整が行なわ

れる予定である。また、アドバイザリー・グループも組織される予定である。 

z 今後は、２００６年６月に基準諮問会議（ＳＡＣ）に諮った上で正式にプロジェクト

が開始される予定である。 

 

９．その他 

z 公正価値でプットできる（プッタブル）金融商品に関するプロジェクトでは、非上場

株式がプッタブル金融商品に該当する場合には、計算技法を用いて公正価値を決定す

ることを認めることとしていた。そこで、当該企業の純資産の簿価の比例的持分を純

資産の公正価値の比例的持分の概数として用いることができるためには、簿価と公正

価値が大きく乖離していないことが条件となることを適用ガイダンスで示すことが合

意された。また、プッタブル金融商品に転換することができるオプションの付いた転

換社債の転換により発行される普通株式の発行価格（オプションの公正価値と社債部

分の公正価値の合計額）の取扱いに関する適用ガイダンスを作成することが合意され

た。 

z 米国会計基準との短期統合化プロジェクトで取り上げられているＩＡＳ第２３号（借

入費用）の適用範囲からＩＡＳ第４１号（農業）で規定されている当初認識時に公正
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価値から販売費を差引いた価格で測定される生物資産を除くことが暫定的に合意され

た。これは、生物資産が公正価値から販売費を差引いた価格で測定されている場合に

は、適格資産に該当して借入費用の原価算入をしても、借入費用は公正価値に含まれ

ないため、結局当該原価算入期に費用となってしまうからである。 

 

以 上 
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